（別記様式第１号）

令和８年度肥料コスト低減取組支援事業 取組計画書

             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

  長野県肥料高騰対策事業協議会長　あて
氏名又は法人名
（法人の場合）
代表者の役職及び氏名
　令和８年度において、下記のとおり実施したいので、肥料コスト低減取組支援事業実施要領別記１第３の１（１）の規定により取組計画書を提出する。 
記

（別表 取組１の場合）
１ 整備内容及び経費の内訳

	No
	整備内容
（機械等の一般名称、能力、台数）
	工期
	施工住所
（保管予定場所）

	
	
	着工予定
年月日
	竣工予定
年月日
	

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	


	No
	事業費
（円）
Ａ＝Ｂ＋Ｃ
	
	
	
	備　考

	
	
	除税額
（円）
Ｂ
	助成対象経費
（円）
Ｃ＝Ｄ＋Ｅ
	
	

	
	
	
	
	助成金
（円）
Ｄ
	自己資金
（円）
Ｅ
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）１ 除税額欄は、本則の課税事業者の場合に事業費の10/110を記載する
　　　２ 担保設定の予定がある場合は、その旨備考欄に記載する
２ 添付書類

（１）みどり認定にかかる計画書及び認定書
（２）事業費の積算根拠（見積書（原則、整備内容ごとに複数）等）
（別表 取組２の場合）
１ 団体の名称
２ 取組内容及び経費の内訳

	土壌診断の名称
	工期
	事業費
（円）
Ａ＝Ｂ＋Ｃ
	
	備　考

	
	着工予定
年月日
	竣工予定
年月日
	
	助成金
（円）
Ｂ
	自己資金
（円）
Ｃ
	

	
	
	
	
	
	
	


３ 添付書類

（１）団体の規約及び構成員名簿（当該取組に参加する者がわかるようにしたもの）
（２）土壌診断内容及び経費がわかる資料（チラシ等）
（３）みどり認定取得計画（任意様式）
（別記様式第２号）

令和８年度肥料コスト低減取組支援事業 取組実績報告書
             　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日

  長野県肥料高騰対策事業協議会長　あて

氏名又は法人名
（法人の場合）
代表者の役職及び氏名
　令和　年　月　日付けで採択通知のあった取組について、下記のとおり実施したので、肥料コスト低減取組支援事業実施要領別記１第３の６の規定により、その実績を報告する。

なお、併せて精算額として金○○○○○円の交付を請求する。

記

（別表 取組１の場合）

１ 整備内容及び経費の内訳

	No
	整備内容
（機械等の一般名称、能力、台数）
	工期
	設置場所

	
	
	着工年月日
	竣工年月日
	

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	


	No
	事業費
（円）
Ａ＝Ｂ＋Ｃ
	
	
	
	備　考

	
	
	除税額
（円）
Ｂ
	助成対象経費
（円）
Ｃ＝Ｄ＋Ｅ
	
	

	
	
	
	
	助成金
（円）
Ｄ
	自己資金
（円）
Ｅ
	

	１
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


（注）１ 除税額欄は、本則の課税事業者の場合に事業費の10/110を記載する
　　　２ 担保設定した場合は、その旨備考欄に記載する
２ 添付書類

（１）取組を実施したことが確認できる資料（機械の全体写真、型式等が確認できる写真、製
造番号等当該機械固有の番号が確認できる写真）
（２）着工日が確認できる資料（契約書又は発注書等、口頭等の場合は採用した見積書に発注
日を追記したもの）
（３）竣工日が確認できる資料（納品書等）
（４）事業費がわかる資料（請求書等）
（５）助成金の振込を受けたい口座の情報（通帳又は銀行カードの写し等）
（別表 取組２の場合）
１ 団体の名称
２ 取組内容及び経費の内訳

	土壌診断の名称
	工期
	事業費
（円）
Ａ＝Ｂ＋Ｃ
	
	備　考

	
	着工年月日
	竣工年月日
	
	助成金
（円）
Ｂ
	自己資金
（円）
Ｃ
	

	
	
	
	
	
	
	


３ 添付書類

（１）診断結果の写し
（２）事業費がわかる資料（領収書等）

（別記様式第３号）

財　　産　　管　　理　　台　　帳

助成対象者名　　　　　　　　　　　　　　　
	事業実施年度
	令和８年度
	事業名
	肥料コスト低減取組支援事業

	事業の内容
	事業実施期間
	経費の配分
	処分制限期間
	処分の状況
	備考

	機械等名
	型式等
	設置場所
	着工

年月日
	完　了

年月日
	助成対象経費
（円）
	負担区分（円）
	耐用

年数
	処分制限

年 月 日
	承　認

年月日
	処分の

内　容
	

	
	
	
	
	
	
	助成金
	自己資金
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　処分制限年月日欄は、処分制限の終期を記載すること。
　　　２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記載すること。
　　　３　備考欄には、譲渡先、貸付先、抵当権の設定権者の名称又は助成金の返還額を記載すること。
　　　４　この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の様式をもって代えることができる。
　　　５　本台帳は、処分制限期間（処分した施設・機械については承認年月日）を経過するまでは保存管理すること
